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第１章  総   則 

（目的） 

第 1 条 社会福祉法人 大石ヶ原会（以下｢法人｣という。）が経営する特別養護老人ホーム 大石原苑

（以下｢事業所｣という。）が行う、指定短期入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護（以

下｢事業｣という。）の管理運営において契約書及び重要事項説明書を定め、利用者に対し、適正な

介護サービス及び、介護予防サービスを提供することを目的とする。 

 

（運営方針） 

第 2 条 事業所は、要支援者及び要介護者の心身の特性を踏まえて、その利用者が可能な限り、その居

宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが出来るよう、必要な日常生活

上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並

びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとする。 

2 事業の実施に当たっては、併設施設と連携を図るとともに、関係市町村及び担当地域包括支援

センター・地域の保健・医療・福祉サービスと連携を図り、地域から信頼される総合的なサービ

スの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第 3 条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

一 名 称 特別養護老人ホーム 大石原苑 

二 所在地 仙台市青葉区南吉成 7-14-1 

 

第２章  職   員 

（職員の職種及び職務内容） 

第 4 条 事業所に勤務する職員の職種及び職務内容は、次のとおりとする。 

一 管理者            １名 

事業所の従業者の管理及び業務の管理を行う。 

二 事務職員           ３名 

庶務、会計に関する事務処理を行う。 

三 生活相談員          ２名 

利用者・契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行う。 

四 介護支援専門員        １名 

利用者に係る施設サービス計画（ケアプラン）作成業務を行う。 

五 介護職員          ２６名 

利用者の日常生活上の介護等を行う。 

六 看護職員           ４名 

利用者の健康管理や療養上の世話及び健康保持のための相談・助言等を行う。 

七 栄養士            １名 

利用者の給食計画、献立表の作成及び食品の調理指導等の業務を行う。 

八 機能訓練指導員        １名 

利用者に対し、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う。 
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（勤務体制） 

第 5 条 勤務体制については、重要事項説明書に定めるものとする。 

 

第３章  利用に係る事項 
（営業日及び営業時間） 

第 6 条 事業所の営業日及び営業時間は、一年を通じ無休の 24 時間とする。 

2 入所及び退所するときの時間帯は、原則として午前 9 時 30 分から午後 6 時 30 分までとする。 

 

（利用区域） 

第 7 条 事業所の通常のサービス実施地域は、仙台市内とする。 

 

（利用定員） 

第 8 条 利用定員は、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護を含め２０名とする。 

 

（利用希望者の調査） 

第 9 条 利用希望者の調査は、本人・家族（利用申込者）との面接により行うものとする。 

2 前項の調査は、生活状況、家族状況、身体状況、健康状態等について詳細に聴取するものとす

る。 

3 前項の調査に基づく、利用の適当・不適当に対する当苑の判断結果については、利用申込者に

報告するものとする。 

 

（受給資格の確認） 

第 10 条 事業所を利用する際において、利用者の提示する介護保険被保険者証において、要介護・要

支援認定の有無及び要介護・要支援認定の有効期間を確認することとする。 

 

（契約） 

第 11 条 事業所を利用する際において、契約書、重要事項説明書により利用者にサービスの利用方法・

内容等について充分な説明を行い、同意を得ることとする。 

 

（契約の終了） 

第 12 条 利用者が契約書及び重要事項説明書に定める契約の終了事由に該当した場合、契約は終了す

るものとする。 

 

（サービスの内容） 

第 13 条 サービスの内容は、次のとおりとする。 

一 送迎の確保 

二 日常生活上の世話 

イ、食事（毎日 3 食、おやつの提供、水分補給） 

ロ、入浴又は清拭（一週間に 2 回以上の入浴） 

ハ、排泄（状況に合わせた排泄の確保、定時 7 回／日・随時の排泄介助） 
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ニ、離床、着替え、整容その他の日常生活上の世話 

 ホ、健康管理 

へ、その他医師の指示による医療処置 

 ト、相談及び援助 

三 機能訓練 

 イ、生活リハビリ 

ロ、個別リハビリ 

ハ、体操教室 

四 余暇活動援助 

イ、クラブ活動 

 ロ、誕生会 

 ハ、年中行事 

 二、小グループ外出 

 五 その他 

 

（利用にあたっての留意事項） 

第 14 条 利用者がサービス提供を受ける際の留意事項については、契約書及び重要事項説明書に定め

るとおりとする。 

 

（緊急時等における対応） 

第 15 条 利用者が身体に急変その他緊急に処すべき事態が発生したときは、速やかに契約者もしくは

緊急時連絡先、及び主治医に連絡し、指示に従い適切な処置を行うとともに、管理者への報

告等必要な対応を行う。 

2 送迎中の事故等に関しては、自動車賠償責任保険及び任意保険の適用とともに、必要な対応

を行う。 

 

（契約者の責務） 

第 16 条 契約者は前項の連絡を受けた時、速やかに現場に駆けつけ必要な対応を行うものとする。 

2 通院及び外出に関しては、契約者が主となりその対応を行うものとする。 

 

（利用料金等） 

第 17 条 利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとする。 

2 前項の他、居住費及び食費、電化製品の持ち込みにかかる電気料の自己負担、契約者の日常

生活上必要となる諸費用実費（おむつ代を除く）、行事食実費分等、介護保険給付対象外のサー

ビス利用料については別表に掲げるものとする。 

 

（利用料金の請求） 

第 18 条 前条に定めるサービス利用料金は 1 か月毎に計算し、翌日 10 日までに請求することとなる。 

   2 支払方法については重要事項説明書に定めるものとする。 
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（利用料金の変更） 

第 19 条 利用者の要支援・要介護状態の区分に変更があった場合は、「重要事項説明書」に記載された

額に変更することとする。 

2 利用者の経済的事情の変化により、負担額認定等に変更があった場合は、介護保険法令等関

係諸法令の趣旨に従い、利用料金を変更するものとする。 

3 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、第 15 条第 2 項利用料金を相当な

額に変更することとする。 

4 介護保険法令等関係諸法令の改正があった場合は、その内容に応じた額に変更するものとす

る。 

5 前 3 項、前 4 項の変更があった場合は、契約者に事前に通知し文書による同意を得るものと

する。 

 

第４章  非常災害対策 

（非常災害対策） 

第 20 条 事業所は非常災害に備え、防災計画に基づき定期的に避難誘導その他必要な訓練をするとと

もに、防火管理に努めるものとする。 

 

第５章  苦情処理体制 

（苦情処理） 

第 21 条 社会福祉法第 82 条に規定する苦情解決体制を整備するため、社会福祉法人大石ヶ原会に福祉

サービス向上委員を置き、施設に苦情受付担当者及び苦情解決責任者を設置し、別に定める規定によ

り事業の福祉サービス向上に努めるものとする。 

 

第６章  権利擁護 

 （虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 22 条 事業所は虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じるものとす

る。 

 一 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知徹

底を図るものとする。 

    二 虐待の防止のための指針を整備するものとする。 

    三 虐待の防止のための従業者に対する研修を定期的に行うものとする。 

    四 前３項に定める措置を適切に実施するための担当者を置くものとする。 

2 事業者は虐待等が発生した場合、速やかに市町村へ通報し、市町村が行う虐待等に対する調査

等に協力するよう努める。 
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第７章  その他の重要事項 

（衛生管理） 

第 23 条 利用者に対する衛生管理については次の通りとする。 

一 食中毒及び感染症の発生予防に努め、必要に応じ保健所の助言、指導を求めると共に密接な連携

を保つこととする。 

二 空調設備等により施設内の適温の確保に努めることとする。 

 

（協力医療機関） 

第 24 条 協力医療機関については、重要事項説明書に定めるものとする。 

 

（秘密保持） 

第 25 条 職員はその業務上知り得た、利用者またはその家族（契約者）の秘密を保持する。また、退

職後においても同様とする。 

 

（地域との連携） 

第 26 条 常に地域社会との連携を保ち、協力を行う等の地域との交流につとめなければならない。 

 

（会 計） 

第 27 条 指定介護予防短期入所生活介護サービス、指定短期入所生活介護サービスに関して、他の介

護給付等対象サービスと経理を区分すると共に、介護保険事業の会計とその他の事業の会計

を区分することとする。 

 

（記録の整備） 

第 28条 以下に掲げる利用者に係る日々の記録については、完結の日から 5年間保存することとする。 

一 短期入所生活介護計画書 

二 健康管理の記録、その他提供したサービスに係る記録等 

三 市町村への通知に係る記録 

 

（その他の重要事項） 

第 29 条 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は法人と事業所の管理者との協議に基

づいて定めるものとする。 

附 則 

この規程は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

平成 14 年 4 月 1 日 一部改正 

平成 17 年 4 月 1 日 一部改正 

       平成 17 年 10 月 1 日 一部改正 

平成 18 年 4 月 1 日 一部改正 

平成 19 年 5 月 1 日 一部改正 

平成 21 年 4 月 1 日 一部改正 



－7－ 

平成 22 年 4 月 1 日 一部改正 

平成 23 年 4 月 1 日 一部改正 

平成 24 年 4 月 1 日 一部改正 

平成 25 年 4 月 1 日 一部改正 

平成 26 年 4 月 1 日 一部改正 

       平成 27 年 4 月 1 日 一部改正 

       平成 27 年 8 月 1 日 一部改正 

       平成 28 年 4 月 1 日 一部改正 

       平成 29 年 3 月 29 日 一部改正 

       平成 30 年 4 月 1 日 一部改正 

       令和 元年  11 月 12 日 一部改正 

       令和  2 年  2 月  1 日  一部改正 

       令和 3 年 4 月 1 日  一部改正 

       令和 3 年 8 月 1 日  一部改正 

       令和 5 年 2 月 1 日  一部改正 

       令和 5 年 5 月 11 日 一部改正 

令和 6 年 6 月  1 日 一部改正 

令和 6 年 8 月  1 日 一部改正 
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別 表 

 

介護保険給付対象外のサービス利用料 

 

①滞在費  居室の光熱水費に相当する費用。 

  基準費用額：1 日あたり   915 円 ※多床室 

  基準費用額：1 日あたり  1,231 円 ※従来型個室 

 

 ②食費  提供する食材料費および調理にかかる費用。 

  基準費用額：1 日あたり   1,545 円 

朝食代     386 円 

         昼食代     618 円 

         夕食代      541 円 

 

③特別な食事（酒を含む。）  利用者の希望に基づいて特別な食事を提供した場合。 

利用料金：市価購入金額 

 

④理容［理容サービス］  理容師の出張による理容サービス（調髪、顔剃等）。 

 利用料金：市価購入金額 

 

⑤レクリエーション、趣味活動  レクリエーションや趣味活動にかかる材料費等。 

利用料金：市価購入・利用金額 

 

⑥複写物の交付  サービス提供についての記録を複写する場合。 

利用料金：1 枚につき   10 円 

 

⑦電化製品の持ち込み 

テレビ                       1 日に付き  20 円 

冷蔵庫                         〃   20 円 

   電気毛布                        〃   20 円 

  加湿器                         〃   20 円 

その他コンセントの電源を必要とする場合     1 点につき１日 10 円 

 

⑧日常生活上必要となる諸費用実費   

日常生活品の購入代金等の日常生活に要する費用で契約者に負担いただくことが適当である 

ものにかかる費用 

 

 

苦情処理の受付について 

１．短期入所生活介護 特別養護老人ホーム 大石原苑における苦情の受付 
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（１）短期入所生活介護 特別養護老人ホーム 大石原苑における苦情やご相談は以下の専用窓口で

受け付けます。 

① 事業所名 

【法 人 名】  社会福祉法人 大石ヶ原会 

     【事業所名】  特別養護老人ホーム 大石原苑 

     【所 在 地】  〒989-3204 仙台市青葉区南吉成 7-14-1 

     【連 絡 先】  TEL 022-719-1717 

   ② 苦情受付窓口（担当者） 

     【職   名】  生活相談員 

     【氏   名】  清 水  努 

   ③ 苦情解決責任者 

     【職   名】  施設長 

     【氏   名】  笹 原 信 也 

   ④ 第三者委員 

【職   名】  福祉サービス向上委員 

     南吉成拠点担当 

【氏   名】  國 井 恵 子 TEL 080-1699-3661 

中 田 年 哉 TEL 080-1699-4239 

松森拠点担当 

【氏  名】  白 澤 禎 子 TEL 080-1697-4587 

   ⑤ 受付時間   毎週月曜日～金曜日 9： 0 0～ 1 8： 0 0 

 

 （２）その他苦情受付機関 

仙台市役所介護事業支援課 

（施設指導係） 

 

所 在 地 仙台市青葉区国分町 3-7-1 

電話番号 022-214-8318（内線 6745）／ＦＡＸ 022-214-4443 

受付時間 毎週月曜日～金曜日 8:30～17:00 

青葉区役所 

障害高齢課（高齢者支援係） 

介護保険課（介護保険係） 

所 在 地 仙台市青葉区上杉 1-5-1 

電話番号 022-225-7211（内線 6745）／ＦＡＸ 022-225-7721 

受付時間 毎週月曜日～金曜日 8:30～17:00 

国民健康保険団体連合会 

 

所 在 地 仙台市青葉区上杉 1-2-3 

電話番号 022-222-7700      ／ＦＡＸ 022-222-7260 

受付時間 毎週月曜日～金曜日 8:30～17:00 

宮城県社会福祉協議会 

所 在 地 仙台市青葉区本町 3-7-4 

電話番号 022-225-8476      ／ＦＡＸ 022-265-4469 

受付時間 毎週月曜日～金曜日 8：30～17：00  

 


